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単位

人

① 人

②

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

支給率
率 18.4%

【指標の定義（算式等）】

21.3% 23.5%
【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標

入学準備金支給人数 111 140 140

基 本
指 標

入学準備金支給対象者人数（卒業生 604 658 595

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 2,530 2,670 3,250 3,250

人  件  費
（概算）

2,800 2,800

0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 2,080 2,220 2,800 2,800

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 2,080 2,220

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　市内に住所を有し、市立中学校を卒業、高等学校等へ入学し、以下のいずれかの基準に該
当する学生及び生徒に20,000円を支給
　（1）就学援助の対象世帯で、国、公、私立高等学校に入学した生徒
　（2）市民税非課税世帯で、私立高等学校等に入学した生徒
　（3）市民税の均等割のみ課税世帯で、私立高等学校に入学した生徒

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　受給者にとって就学時に係る経費の負担軽減が図られており、前年と同じく実施する。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　経済的な理由によって就学が困難な世帯で、高等学校等に入学する学生及び生徒

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　高等学校等入学時に入学準備金を支給し、保護者の経済的負担の軽減を図る。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 豊かな心と文化をはぐくむまち

節） 学校教育

施策） 高等学校教育等の振興

事務事業開始年度 Ｓ53
根拠法令等  北広島市高等学校等入学準備金支給規則

〃  終了予定年度

内線８８７

事務区分■自治事務　　□法定受託事務　部長職名 川幡　博行 課長職名 山崎　克彦 作成日 平成２２年5月３１日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 4202 事務事業名
高等学校等入学準備金支給事

業
作成部署 教育部学校教育課
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【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　公立高校授業料の無料化等との整合性を検討すべきである。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　厳しい経済状況から、今後も申請者の増加傾向が予想され継続が必
要と思われる。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

３ 　経済的負担への助成であり、適正である。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　年々申請件数が増加してきており、高校入学時に必
要となる経費負担の軽減が図られている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　学校を通して申請書を提出したもらい、効率的に
行っている。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　厳しい経済情勢のなか、保護者にとって就学に係る
経費の負担軽減となり、妥当と考える。

整理番号 4202
【３ 評　価 （チェック）】
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③

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

奨学金支給率
％ 59.1%

【指標の定義（算式等）】

60.9% 60.9%
支給人数÷申請者数

70 70活 動
指 標

奨学金申請書 110 115 115

奨学金支給人数 65

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 4,350 4,260 4,650 4,650

人  件  費
（概算）

4,200 4,200

0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 3,900 3,810 4,200 4,200

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 3,900 3,810

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　毎年度成績証明と収入証明を添付した申請を受け、予算の範囲内において奨学生選考委員
会に諮問し奨学生を選考している。
　選考された奨学生に対し、月額５,０００円（年６０,０００円）を支給する。（資金は、
奨学基金の運営益及び一部とりくずしを充当）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　意欲のある生徒に就学機会を提供する事業として、継続して実施する。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　市立中学校を卒業し、学費の支弁が困難な高等学校、高等専門学校等の就学者

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　経済的な理由によって就学困難な学生及び生徒に高等学校、高等専門学校教育を受ける機
会を提供する。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 豊かな心と文化をはぐくむまち

節） 学校教育

施策） 高等学校教育等の振興

事務事業開始年度 Ｓ５３
根拠法令等 　北広島市奨学金支給条例・同規則

〃  終了予定年度

内線８８７

事務区分■自治事務　　□法定受託事務　部長職名 川幡　博行 課長職名 山崎　克彦 作成日 平成２２年5月３１日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 4203 事務事業名 奨学金支給事業 作成部署 教育部学校教育課
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【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　制度の趣旨に沿った支給を行うとともに、公立高校授業料の無料化
等との整合性について検討すべきである。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　奨学生の選考にあたり、奨学金支給制度の趣旨から、経済的理由の
みを重視するのではなく、成績も重視した中で奨学生を決定するな
ど、今後も継続して行っていく必要があるが、公立高校授業料無料化
や申請者の増による支給割合の減少傾向などから、公立、私立高校で
の支給額や選考人数など今後検討する必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

３
　選考委員会に諮問をし、奨学生を選考しており、適
正である。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

２
　経済状況の悪化から申請者数が増加傾向にあり、支
給割合が年々下降気味になってきている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３ 　申請受付、選考作業等効率的に実施している。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　能力があるにもかかわらず、経済的に就学が困難な
生徒にとって、就学の一助となっており、妥当と考え
る。

整理番号 4203
【３ 評　価 （チェック）】


